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自然界にはもともと放射性物質が存在し、私た
ちは日頃からある程度の放射線を受けています（日
本平均で１人当たり年間 2.1mSv） 。 また、 CTス
キャンやエックス線撮影などの医療行為でも放射
線を受けています。放射線による人体への影響は、
細胞中の遺伝子の本体であるDNAの一部が損傷
を受けることで起こりますが、ほとんどの細胞は元
に戻ったり、健康な細胞に入れ替わるため、私た
ちは普段の生活では放射線を意識することなく暮
らすことができています。しかし、短時間に一定量
以上の放射線を受けると、脱毛、出血など急性の
障害が起きるなどの健康影響が出たり、顕著なが
んリスクの上昇が起こる可能性があります。
放射線による発がんリスクの増加は、100mSv

以下の低線量被ばくでは、喫煙等の他の要因によ
る発がんリスクに隠れてしまうほど小さく、放射線
による発がんリスクの明らかな増加を証明すること
は難しいとされています（図、表）。

東日本大震災による福島第一原子力発電所の事
故により、 原子炉の損傷や放射性物質の放出・拡
散による住民の生命・身体の危険を回避するため
に、国は原発事故直後から避難指示を出し、 事故の
深刻化に伴い徐々に避難指示区域を指定しました。
そして、 原子炉が冷却停止状態であることがわ

かると、住民の帰還に向けた環境整備と、 地域の
復興再生を進めるため、年間積算線量の状況に応
じて、 避難指示解除準備区域、 居住制限区域、 帰
還困難区域の３つの区域に見直されました（2012
年4月1日）。 その後、田村市の都路地区、川内村、
楢葉町、葛尾村（一部地域を除く）、 南相馬市（一
部地域を除く）、 川俣町の山木屋地区、飯舘村（一
部地域を除く） 、浪江町（一部地域を除く）、 富岡町
（一部地域を除く）の避難指示解除が行われ、 徐々
に住民の方が帰れる区域が増えてきています。
　現在の避難指示区域の状況は図のとおりです。

身の回りの放射線

【図】現在の福島県の避難指示区域の状況
（平成 29(2017) 年4月1日時点）
資料：福島県HP「福島復興ステーション 避難指示区域の状況」
本文の資料：福島県HP「福島復興ステーション　避難指示区域の状況」「福島復興ステーション
避難区域の変遷について―解説―」2018 年 2月28日更新

【図】身の回りの放射線
資料：環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料 2017年度版」
本文の資料：消費者庁「食品と放射能Q&A」2018 年 3月8日（第 12 版）
復興庁「避難住民説明会等でよく出る放射線リスクに関する質問・回答集」2012年12月25日、
内閣府、農林水産省他「放射線リスクに関する基礎的情報」2016 年 2月改訂

資料：復興庁「避難住民説明会等でよく出る放射線リスクに関する質問・回答集」
　　　2012年12月25日

【区域区分】
避難指示解除準備区域
復旧・復興のための支援策を迅速に実施し、住民の方が帰還できる
ための環境整備を目指す区域。
居住制限区域
将来的に住民の方が帰還し、コミュニティを再建することを目指して、
除染を計画的に実施するとともに、早期の復旧が不可欠な基盤施設
の復旧を目指す区域。
帰還困難区域
放射線量が非常に高いレベルにあることから、バリケードなど物理的
な防護措置を実施し、避難を求めている区域。

・

・

・

＜特定復興再生拠点区域について＞
福島復興再生特別措置法の改正（平成 29 年 5月）により、将来にわたっ

て居住を制限するとされてきた帰還困難区域内に、避難指示を解除し、居
住を可能とする「特定復興再生拠点区域」を定めることが可能となりました。
市町村長は、 特定復興再生拠点区域の設定及び同区域における環境整
備（除染やインフラ等の整備）に関する計画を作成し、当該計画を内閣総理
大臣が認定します。
　2018年8月現在、６市町村（双葉町、大熊町、浪江町、富岡町、飯舘村、
葛尾村）が認定されています。

※1

※2

※3

1,000～2,000mSv相当
200～500mSv相当
100～200mSv相当
100～200mSv相当

喫煙
肥満
受動喫煙
野菜不足

※1：BMI(身長と体重から計算される肥満指数)23.0～24.9のグループに対し、BMI≧30のグ
ループのリスク

※2：夫が非喫煙者である女性のグループに対し、夫が喫煙者である女性のグループのリスク
※3：1日当たり420g摂取のグループに対し、1日当たり110g摂取のグループのリスク(中央値)

【表】放射線と他の発がん要因との比較

参 考 指 標

放射性物質を含む食品からの被ばく線量の上限を年間１mSvとし、  
これをもとに放射性セシウムの基準値を決めています。
放射性物質の影響を受けたほだ木（乾重量当たり）や菌床用培地
（乾重量当たり）と、発生したしいたけ（生重量当たり）のそれぞれの
放射性セシウムの濃度の測定結果を基に、移行係数の上限値に近
いとみなせる値を統計的に推計しました。 その結果、移行係数は、
きのこ原木（ほだ木）の場合が 2、菌床用培地（菌床）の場合が 0.5
という値が得られ、次の式により、きのこ原木及びほだ木の当面の
指標値 50 ベクレル /kg、菌床用培地及び菌床 200 ベクレル /kg を
設定しました。
当面の指標値 =100 ベクレル /kg（一般食品の新しい基準値）／移
行係数（きのこ原木 2、菌床用培地 0.5）
参考：林野庁「きのこ原木及び菌床用培地等の当面の指標値設定
に関するQ＆A」2012 年
実証実験により、薪 1kg を燃焼させると灰 5g、木炭 1kg を燃焼さ
せると灰30g が残り、薪及び木炭に含まれていた放射性セシウムの
約 9 割がその灰に残るとのデータが得られました。これは、灰 1kg
当たりの放射性セシウムの濃度が薪1kgと比べて182倍、木炭 1kg

と比べて28倍となることを意味します。
　このため、薪及び木炭の燃焼により生じる灰が、セメント等で固
化する等の対策を講じなくても一般廃棄物最終処分場での埋立処
分が可能な放射性物質の濃度である 8,000Bq/kg 以下となるよう、
薪の指標値を40Bq/kg（8,000÷182＝44≒40）、木炭の指標値を
280Bq/kg（8,000÷28＝286≒280）としました。
ホワイトペレットと全木ペレットについては、まず、燃焼前のペレッ
トと燃焼後の灰の放射性セシウム濃度の比率（放射性セシウムの濃
縮の割合）を算出しました。 この比率の分布から、約 9 割の確率で
燃焼後の灰の放射性物質濃度が、一般廃棄物として通常の処理が
可能な上限値 8,000Bq/kg を超えないようにするためのペレットの
放射性物質濃度の上限値を求めるため、濃縮率を推計したところ、
210という結果を得ました。  これを基に、次により当面の指標値を
以下のとおり算出しました（8,000 Bq/kg÷210 倍＝38.1 Bq/kg≒
40 Bq/kg）。
バークペレットについては、検体数が少ないため、濃縮率の最大値
（25倍）を用いて、以下により当面の指標値を求めました（8,000
Bq/kg÷25 倍＝320 Bq/kg≒300 Bq/kg）。

様々な基準・指標データ1

作業安全ガイドデータ2
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除染特別地域・汚染状況重点調査地域で作業を
行う場合のフロー

きのこ等の基準値（単位：Bq/kg）

きのこ原木・薪・木炭・ペレット等の当面の指標値

Bq/kg
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その値が2.5μSv/h

値が2.5μSv/h

NOYES

YES
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NO

らの推計が可能）

NOYES

文科省航空機モニタリングの最新のデータ
等に照合し、作業場所の空間線量率が明ら
かに 2.5μSv/h 以下であるか。

行う作業は以下のものに該当するか。
①苗木生産作業
②植栽作業
③保育作業（補植に限る）
④林道開設
⑤災害復旧作業

作業場所の空間線量率を測定し、その値
が 2.5μSv/hを超えるか。

汚染土壌等に含まれるセシウムの放射能
濃度を測定し、その値が１万 Bq/kgを超
えるか。（簡易測定が可能）

汚染土壌等に含まれるセシウム
の放射能濃度を測定し、その値
が１万 Bq/kgを超えるか。（簡易
測定又は空間線量率からの推計
が可能）

今後、2.5μSv/hを超える作業場
所において、除染や特定汚染土
壌等取扱業務等に作業員を従事
させる予定があるか。

義務等とし
て対策を講
ずる必要は
ない。

特定線量下業務に
該当
「特定線量下業務に従
事する労働者の放射
線障害防止のための
ガイドライン」を遵守
し、作業を実施。

義務等として対策を講ずる必要はないが、被ばく
や汚染拡大をさらに軽減する観点から、自主的
に以下の対応をとることが考えられる。
●長袖、 手袋、 不織布マスク等を着用する。 
なお、熱中症予防のため、水分・塩分をこま
めに摂取する。

●休憩、 飲食については作業場所の風上に移動
し、 手袋等を脱いだ上で行う。
●手洗い、うがいを行う。   履物に着いた泥を洗
い流す。

特定汚染土壌等取
扱業務に該当
「除染等業務に従事す
る労働者の放射線障
害防止のためのガイ
ドライン」を遵守し、作
業を実施。

左欄の対策に加え、自
主的に線量管理を行う
ことが考えられる。
なお、線量管理の手法
については、個人線量
計による測定のほか、
簡易なもの（空間線量
からの評価や代表者に
よる測定）が可能。

作業場所の空間線量率を測定し、
その値が 2.5μSv/hを超えるか。

資料：林野庁「除染特別地域・汚染状況重点調査地域で作業を行う場合のフロー」

資料：林野庁「木質ペレットの当面の指標値の設定、検査方法等についてのQ&A」2012 年

除染特別地域等の森林での作業と放射線量の基準
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対象品目

    ４０

  ３００

 2012年11月

 2012年11月

対象品目 基準値

指標値

設定時期

設定時期

 きのこ・山菜（一般食品基準）

 きのこ原木・ほだ木
 菌床用培地
 薪
 木炭
 木質ペレット
 （ホワイトペレット、全木ペレット）
 木質ペレット（バークペレット）

  2012年    4月

南相馬市
H28.7.12
避難指示解除準備区域及び
居住制限区域を解除

葛尾村
H28.6.12
避難指示解除準備区域及び
居住制限区域を解除

田村市
H26.4.1
避難指示解除準備区域を解除

川内村
H26.10.1
避難指示解除準備区域を解除
居住制限区域を避難指示解除準備区域に
再編   H28.6.14 避難指示解除準備区域
を解除

富岡町
H29.4.1
避難指示解除準備区域及び
居住制限区域を解除

楢葉町
H27.9.5
避難指示解除準備区域を解除

浪江町
H29.3.31
避難指示解除準備区域及び
居住制限区域を解除

飯館村
H29.3.31
避難指示解除準備区域及び
居住制限区域を解除

川俣町
H29.3.31
避難指示解除準備区域及び
居住制限区域を解除

身の回りの放射線 自然・人工放射線からの被ばく線量

避難指示区域の指定状況等

自然放射線（日本） 人工放射線
宇宙から
0.30mSv

胸部CT検査（1回）
2.4～12.9mSv

胸部X線検査（1回）
0.06mSv

東京～ニューヨーク
航空機旅行（往復）
0.11～0.16mSv

食物から
0.99mSv

空気中の
ラドンから
0.48mSv

大地から0.33mSv

自然放射線による年間線量（日本平均）2.1mSv
自然放射線による年間線量（世界平均）2.4mSv
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　本冊子は、森林の放射性物質の現状、森林からの生産物である木材、きのこなどへの放射性

物質の影響について、総合的にまとめたものです。

　放射性物質の影響については、国・県及び森林総合研究所によるモニタリングなど、さまざ

まな調査が現在も継続して行われています。本書に掲載した情報やデータは、2018年度の最新

情報をとりまとめたものです。

　ぜひ本書をご自身、ご家族、職場や地域の皆様でお読みいただき、森林や木材などの林産

物への放射能の影響、実態について、ご理解いただき、これからの森林・林業再生に向けた参

考資料としてご活用ください。
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●●●●●さ ま ざ ま な  情報源
■森林・林業と放射能関係ポータルサイト （森林総合研究所）̶ 検索「森林と放射能」

　http://www.f fpri.af frc.go.jp/rad/
■東日本大震災に関する情報 （農林水産省）̶ 検索「東日本大震災に関する情報」 

　http://www.maf f.go.jp/j/kanbo/joho/saigai/
■東日本大震災に関する情報 （林野庁）̶ 検索「東日本大震災に関する情報」 

　http://www.rinya maf f.go.jp/j/kouhou/jisin/
■農産物に含まれる放射性セシウム濃度の検査結果（農林水産省） ̶検索「農産物に含まれる放
　射性セシウム濃度」 

　http://www.maf f.go.jp/j/kanbo/joho/saigai/s_chosa/
■福島県の県産材製材品の放射線量調査結果 （福島県）̶ 検索「福島県産製材品  放射線」

　http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/ps-kensanzaityousa.html
■福島県林業研究センター ̶検索「福島県林業研究センター」
　https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/37370a/
■森林除染関係̶環境再生プラザ （環境省・福島県）̶ 検索「除染情報プラザ」

　http://josen.env.go.jp/plaza/
■関係府省等へのポータルサイト̶検索「農畜水産物　影響」
　http://www.maf f.go.jp/noutiku_eikyo/
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